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業績ハイライト

当第2四半期の連結売上高に関しましては、新型コロナウイルス感染症防止策に伴う
行動規制が影を潜め、経済活動の回復に向けた動きが活発化してきた状況を反映し、
グローバル事業及びカスタマー事業を中心とした需要拡大によって、26,179百万円
（前年同期比17.4%増）となりました。
営業利益に関しましては、新規受託事業立ち上げに向けた先行投資を行いましたが、

既存業務の拡充に加え新規受託業務が増加したことが寄与し、3,839百万円（前年同
期比25.3%増）となりました。経常利益に関しましては、4,039百万円（前年同期比
28.8%増）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益に関しましては、2,458
百万円（前年同期比32.7%増）となりました。

※ 2019年10月1日付で1株につき2株の割合で株式分割を
行っています。

※ 1株当たり配当金は株式分割後の基準で換算しています。

代表取締役社長執行役員グループCEO

玉上 進一

今こそ、
お客様の傍らに寄り添う覚悟

株主の皆様には平素より格別のご支援を賜り、役員・従業員一同、心より感謝申し上げます。
ここに当社グループの第37期中間決算（2022年4月1日から2022年9月30日まで）の報告
書をお届けするにあたり、ご挨拶申し上げます。
新型コロナウイルス感染症がもたらした新しい生活様式、新しい働き方は、人々の価値観に
多大な影響を与え、社会や世界に対する視座も大きく変えました。サステナビリティへの意識
や関心が一層高まり、様々な知恵と技術を活かした製品やサービスが誕生する一方、非対面
コミュニケーションによる弊害が発生していることも事実です。
急速に経済活動が活発化する中、当社グループは「エンドユーザー（消費者）の不便さや
困ったことに耳を傾け、解決に導く事業創造を行い、その発展に伴い社会の問題を解決し、
貢献できる企業として成長する。」という経営理念に立ち返り、当社グループの存在意義や
企業価値を改めて認識するとともに、今こそお客様の傍らに寄り添い、あらゆる不便さや
お困りごとの解決に取り組んでまいる所存です。
当社グループでは、複雑化・多様化する社会課題への取り組みを企業成長の糧と考え、

ESG経営を長期戦略の軸とし、気候変動やダイバーシティ、ガバナンスといった重要課題に
ついても取り組んでまいります。
このような経営環境のもと、3カ年の中期経営計画も2年目に入りました。コロナ禍を乗り
越え安定的な成長を維持するとともに、「価値創造企業」として時代の変化に対応した当社
グループでしかできないサービス創出により一層努めてまいります。
株主の皆様におかれましては、引き続き、変わらぬご支援を賜りますよう、重ねてお願い
申し上げます。
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取締役兼執行役員 吉田 奈央

1999年7月 当社グループ アメリカ法人入社
2000年7月 当社入社
2006年8月 第一事業部 業務管理課
2008年9月 海外関連事業部 営業チーム配属
2014年4月 海外アシスト事業部 営業企画グループ長
2018年4月 海外事業本部 海外事業部長代理
2019年4月 株式会社プレステージ・グローバルソリューション出向

営業企画部長
2020年7月 当社執行役員
2021年6月 株式会社プレステージ・グローバルソリューション

取締役兼執行役員（現任）
2022年6月 当社取締役
2022年7月 当社取締役兼執行役員（現任）

今期より当社の社外取締役に就任しました関敏昭と申します。
一人ひとりのお客様のニーズに応え、お客様に満足いただくことが、クライアント企業の
満足となり、信頼となります。当社は、いわばソーシャル・ビジネスとも位置付けられる意義
ある業態であり、企業です。
私自身、上記の略歴の通り、長きにわたる総合デベロッパーの一員としての経歴に加え、

マンション・ビル管理、リフォーム、シニア、フィットネス、エネルギー、ホテル事業などの立ち
上げから運営、経営に携わり、これまで上場企業の代表取締役としてガバナンスに注力する
とともに、新たな領域でも実践を重ねてきました。
当社においては社外取締役としてガバナンスの強化に努めることはもちろんのこと、企
業経営の経験を踏まえ、様々なチャレンジの芽をつまない当社の企業姿勢に共感し、リスク
とチャンスを見極めながら、可能な限りの後押しができればと願っています。
また、お客様の満足と当社の基盤である人財（従業員）の満足とは表裏一体であり、その
観点でのガバナンスにも注力する所存です。
株主様から、また社会から共感が得られる企業であり続けること。そのために鳥の目と
蟻の目を持ち、一つ一つの課題に向き合うことが私のミッションであると確信しています。

すべてのステークホルダーから
共感が得られる企業であり続けること

社外取締役 関 敏昭

1980年4月 野村不動産株式会社入社
2007年3月 野村不動産株式会社 常務取締役
2007年4月 野村リビングサポート株式会社 

（現野村不動産パートナーズ株式会社）
取締役社長（代表取締役）

2010年12月 野村不動産リフォーム株式会社 取締役社長（代表取締役）
2015年4月 野村不動産ウェルネス株式会社 取締役社長（代表取締役）
2015年6月 株式会社メガロス 

（現野村不動産ライフ&スポーツ株式会社）取締役
2018年4月 野村不動産ホールディングス株式会社

取締役副社長（代表取締役）兼副社長執行役員
NFパワーサービス株式会社 取締役社長（代表取締役）

2021年4月 野村不動産ホールディングス株式会社 取締役
野村不動産ホテルズ株式会社 取締役

2021年6月 野村不動産ホールディングス株式会社 参与
2022年4月 東洋テックビルサービス株式会社 社外取締役（現任）
2022年6月 当社社外取締役（現任）
2022年7月 株式会社プレミアアシスト 社外取締役（現任）

重要な兼職の状況 （2022年9月30日現在）
株式会社プレステージ・グローバルソリューション取締役兼執行役員

重要な兼職の状況 （2022年9月30日現在）
東洋テックビルサービス株式会社 社外取締役
株式会社プレミアアシスト 社外取締役

独 立社 外新 任
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新 任

多様な視点を活かした
価値創造への進化を目指して
このたび女性活躍推進を担当する取締役に就任いたしました吉田奈央と申します。
グローバル事業との二足の草鞋を履くことはチャレンジングで身の引き締まる思いですが、
お客様の期待を超えるサービスを提供すべく培った発想力や経験を活かし、価値創造企業と
して持続的な向上に尽力してまいります。女性活躍推進担当の役割として、ダイバーシティ&

インクルージョンの浸透と導入を推進する所存です。当社グループでは、これまで女性に
フォーカスし、成果を上げてまいりました。次なるステップとして、女性のみならず、すべて
の従業員が活躍できるよう多様な「個」が自分らしく働ける環境整備に努めます。人でしかできない
サービス提供を掲げる当社グループだからこそ、多様な人財で構成される組織を築くことは、
新たな価値創造に繋がると確信しています。
また、幅広い経験を持つ身近な存在として、仕事の楽しさややりがいを次世代を担う従業員
に伝えていきたいと考えています。様々な取り組みを推進するとともに、社内外にも活動を広
めるべく、当社グループにおける女性活躍のシンボルであるスポーツチーム「アランマーレ」と
共に発信強化を進めます。
これまでの株主の皆様方のご理解とご支援をしっかり受け止め、経営の一助となるよう
邁進してまいります。今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。
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オートモーティブ
自動車関連サービス

金融保証
保証サービス

IT
IT関連サービス

ソーシャル
社会貢献サービス

プロパティ
不動産関連サービス

グローバル
海外関連サービス

カスタマー
コンタクトセンターサービス

売上高
営業利益

11,150百万円
1,328百万円

11.2%増前期比

11.4%増前期比

売上高
営業利益

3,210百万円
786百万円

25.3%増前期比

35.4%増前期比

売上高
営業利益

3,182百万円
183百万円

8.2%増前期比

15.1%減前期比

売上高
営業利益

383百万円
132百万円

3.5%減前期比

1.3%増前期比

売上高
営業利益

364百万円
-81百万円

62.2%増前期比

前期比

売上高
営業利益

3,353百万円
352百万円

39.0%増前期比

70.9%増前期比

売上高
営業利益

4,534百万円
1,137百万円

21.7%増前期比

31.6%増前期比

主に損害保険会社や自動車メーカー向け
ロードサービス等を提供しているオートモー
ティブ事業は、ロードサービスにてダイレクト
系損保の契約台数の増加や、経済活動の活発
化に伴う手配件数の増加により売上を拡大
いたしました。また、大手自動車用品販売企
業との業務拡大も貢献し、増収となりました。
営業利益に関しては、現場での搬送率の増加
及び搬送距離が延長傾向にある中、内製化を
高めることで増益となりました。

家賃や医療費等、生活に関わる金融保証
サービスを提供する金融保証事業は、グルー
プ会社の株式会社イントラストが運営する家
賃保証事業の契約数が増加したことや、医療
費用保証の提携病院数が増加したことによ
り、大幅な増収増益となりました。

ITソリューションを提供するIT事業は、
グループ内システム開発関連の事業を縮小し
減収となったものの、サプライチェーンマネジ
メントシステム関連では、新規獲得、納品が順
調に進み、増益となりました。

女子スポーツチーム運営、保育事業及び地
方創生事業を行うソーシャル事業は、スポー
ツチームのスポンサー収入増加に加え、保育
事業における園児数の増加が寄与し増収とな
りました。スポーツチームでは戦力強化のた
めの投資を実行しましたが、増収によってカ
バーし、対前年で赤字額を縮小することがで
きました。

分譲・賃貸マンション・戸建ての修繕とコ
インパーキングのメンテナンスを提供するプ
ロパティ事業は、ホームアシストにて主要クラ
イアント企業における新築物件の販売好調に
伴う会員数増加が寄与し、増収となりました。
パークアシストについては、対応エリアの拡大
とカーシェアリングサポート事業への対応拡
大が寄与し、増収となりました。
営業利益では、駆けつけ拠点の新設・移転
や、新規事業開始に伴う先行投資を実施し、
減益となりました。

海外旅行保険のクレームエージェント、駐在
員向けの医療サポート業務等を行うグローバ
ル事業は、東アジアの一部にてロックダウン
等の影響も発生していますが、経済活動の活
性化とともにサービス利用者数が順調に増加
し、回復基調が鮮明となりました。米国のクレ
ジットカード事業においても引き続き利用額
の増加傾向が続いており、大幅な増収増益と
なりました。

国内のカスタマーコンタクトサービスを展開
しているカスタマー事業は、自治体等から受
託しているワクチン関連業務において、回線
数追加、期間延長となったこと、既存事業拡
大や複数の新規プロジェクト開始が寄与し、
大幅な増収増益となりました。

オートモーティブ 42.6%
プロパティ 12.2%
グローバル 12.8%
カスタマー 17.3%
金融保証 12.3%
IT 1.5%
ソーシャル 1.3%

事業概況（2022年9月30日現在）

- 売上高構成比
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当社グループでは、暮らしの中に存在するお困りごとを解決するために、
ホスピタリティをもった「人でしかできない」サービスを大切にしています。
より迅速に、そして細やかなサービス提供を可能にすべく、
業務のDX（AIやチャットボット、テレマティクス等）推進に取り組み、効率化や生産性の向上に注力しています。
「人でしかできない」サービスとテクノロジーを駆使したソリューションを提供するグループ会社の
「株式会社プレミアアシスト（PA）」をご紹介します。

「人でしかできない」サービスをお客様に届けるために

PAの人財を育てる富山トレーニングフィールド

「PREMIER Assist」ブランドの高品質で均一なサービス提供
のため、2020年5月に研修施設を開設しました。大型の研修施設
を構えることで、よりリアルなトラブル状況を作り出すことが可能
となりました。
例えば、ロードアシストでは脱輪を想定した研修ができる敷地内
の側溝、ホームアシストでは実際に水を流して不具合を再現し、原
因の特定から解決までの研修が可能な設備など、新人研修のみな
らず、既存スタッフにおいても継続的に技術力を磨くことができ
る環境が整っています。研修にあたる講師も重要という考えのもと、
知識と経験が豊富なスタッフが研修専任の講師となり、どんな場面
で誰が対応しても同じサービスを提供できる体制を支えています。

高品質なサービスを支えるテクノロジー

各事業の駆けつけサービスごとに特化したシステムを開発し、
生産性を高めることに努めています。システムの活用によりお客
様をお待たせする時間を短縮し、作業や接客に集中することが可能
となりました。
例えばロードアシストでは、コンタクトセンターで受け付けたトラブル
がシステムに登録されると、自動配車ツールにてフィールドスタッフ
の端末に直接出動の打診が届き、システム上で配車が完了するため、
スピーディーに現場に駆け付けることが可能です。トラブルを解決後、
作業報告をシステムへ入力することで、事務所に戻ることなく報告
まで完了できます。さらに領収書をその場でお客様宛てに発行する
など、トラブル受付から解決までをテクノロジーの力で支えています。

人でしかできないサービスを追求する
フィールドスタッフ

PAは「困っている人を助けたい」という想いをもって顧客目線の
対応を心掛け、「満足」していただくだけではなく、トラブルの受付か
ら解決までの顧客体験を通じて「信頼」していただけることを目指し
ます。お客様の中には初めての故障や事故で、パニックになっている
方も少なくありません。私たちは現場に到着して作業するだけの作業
員ではなく、「人でしかできない」サービスを提供するフィールドスタッ
フであるために、お客様に寄り添った心のケアが重要と考えています。

PAのスタッフとして統一したマインドで作業にあたれるように、
従業員向けのハンドブックを全員に配布して新入社員研修で
PREMIER Assistブランドの研修を行い、日頃から意識して業務に
臨んでいます。

トラブル発生 現場解決コンタクトセンター PA

「人でしかできない」
サービスを支える
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SUSTAINABILITY TOPICS 2022

当社グループでは、事業活動を通じて「持続可能な社会の実現」に貢献するため、
地域創生、女性活躍、健康経営、気候変動対応を始め、様々な社会課題への取り組みを進めています。

「岩手BPOセンター（仮称）」を新設する計画において、基本設計を決定し、詳細を一関市へ報告
しました。
当社が太平洋側に初めて開設する国内BPO拠点「岩手BPOセンター（仮称）」は、2021年4月に

「岩手BPO一関ブランチ」として仮センターの稼働を開始し、2024年4月の本センター開設に向け、
順調に計画を進めています。
当社はTCFDへの賛同を表明しており、グループとして2050年までにCO2排出量実質ゼロを目指

し、2030年CO2排出量50%削減を目標としています。岩手BPOセンター（仮称）はカーボンニュー
トラルのモデル施設及びIT拠点として位置付け、2024年4月の開設を目指しています。アランマーレ
のスポンサーである株式会社JERAの協力のもと、駐車場に太陽光パネルを設置し、100%再生可能
エネルギーで稼働するBPO拠点として稼働する予定です。

秋田BPO横手キャンパスが、「ニューオフィス」づくりの
普及・促進を図ることを目的に、創意と工夫を凝らしたオフィスを
表彰する制度である、第35回日経ニューオフィス賞において、
「東北ニューオフィス奨励賞」を受賞し、東北ブロックにおいて
今後のオフィス環境の整備の模範と認められました。

当社グループでは、健康経営プロジェクトを発足し、職場における健康づくりを推進しています。
2022年5月には運動習慣の定着を目的として、当社と国内グループ主要子会社全従業員を対象に
「第2回ウォーキングイベント」を実施しました。今回は、前回の62.7%を大きく上回る88.3%の
参加率となりました。

健康経営ウォーキングイベント開催

日経ニューオフィス賞
「東北ニューオフィス奨励賞」受賞

岩手BPOセンター（仮称）
新設計画における基本設計決定

地域創生 女性活躍 気候変動健康経営

2022年6月に山形県酒田市にて、「JERA Presents ア
ランマーレスポーツフェスタ」を開催しました。当日は120名を
超える来場者を迎え、バスケットボール、バレーボール、ハンド
ボールの各競技のトップリーグでプレーする選手たちによるデ
モンストレーションや、スポーツ体験等を通した交流により、地域
に賑わいをもたらしました。

アランマーレスポーツフェスタ

 施設概要
所在地 岩手県一関市真柴字矢ノ目沢
操業開始 2024年4月（予定）
座席数 約500席
投資額 約20億円
構成設備 執務室、研修室、カフェテリア、企業内保育園、社

員寮、トレーニングスタジオ、UPS、自家発電機等
敷地面積 約51,380m2

 建築コンセプト「VALLEY」
一関市にある名勝厳美渓の景色を造り上げる個性豊かな巨石
から「人々の多様性」を、美しい渓流から「人々の交流」を、
インスパイアしました。自然の中で生み出す「人でしかできない」
価値が、VALLEYに新しい風を吹き込みます。

Photo by Naoomi Kurozumi
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「えるぼし認定」とは、女性活躍推進法に基づき行動計画の策定を行い、その取り組み実施状況が優良
な企業に対して厚生労働大臣より与えられる認定で、3段階で評価されます。当社は「採用」「労働時間」
「管理職比率」「多様なキャリアコース」の4つの項目が規定の水準に達していると評価され、2つ星（2段階
目）に認定されました。
当社グループのサービス提供を支える従業員の約70%は女性であり、企業としてさらなる成長を遂げる

ためには女性の活躍が必要不可欠です。優秀な人財が安心して長く働くことができる環境や制度を整える
ために発足した「WOMAN EXCITE PROJECT」では、従業員の声に耳を傾け、人事制度や人財育成方
法を見直すことで、多様な働き方の実現や組織風土の醸成を図っています。

株主の皆様の声をお聞かせください

当社では、株主の皆様の声をお聞かせいただくため、
アンケートを実施いたします。お手数ではございますが、
アンケートへのご協力をお願いいたします。

ご回答いただいた方の中から抽選で薄謝
（QUOカードPay500円）を進呈させていただきます

アンケート実施期間は、本書がお手元に到着してから約2ヵ月間です。

下記URLにアクセスいただき、アクセスコード入力後に表示される
アンケートサイトにてご回答ください。所要時間は5分程度です。

kabu@wjm.jpへ空メールを送信してください。
（タイトル、本文は無記入）アンケート回答用のURLが
直ちに自動返信されます。

空メールによりURL自動返信

カメラ機能でQRコード読み取り
QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

スマートフォンから

https://www.e-kabunushi.com
アクセスコード　4290

いいかぶ 検索

※ 本アンケートは、株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズ
の提供する「e-株主リサーチ」サービスにより実施いたします。 
https://www.link-cc.co.jp

※ ご回答内容は統計資料としてのみ使用させていただき、事前の
承諾なしにこれ以外の目的に使用することはありません。

MAIL：info@e-kabunushi.com
アンケートのお問い合わせ
「e - 株主リサーチ事務局」

「えるぼし認定」2つ星取得

「秋田県女性の活躍推進企業表彰」は、秋田県が“女性の能力の活用と男女がともに働きやすい職場づくりの取組が顕著
であり、かつ、女性活躍推進法に基づき一般事業主行動計画を策定し、届出をしている企業を知事表彰”する制度です。今年
度の表彰企業は4社で、当社の秋田県内3拠点における「女性管理職割合の向上」「女性非正規従業員の正社員登用」
「個々のライフスタイルに応じた働き方の整備」等の取り組みが評価されました。

秋田県内3拠点が「秋田県女性の活躍推進企業表彰」3

「とやま女性活躍企業認定」は富山県が2022年度より開始した、企業の成長とウェルビーイング（真の幸せ）の実現に向けて
女性が活躍する県内企業等を認定し、広く公表する制度です。富山BPOタウンは「女性管理職比率」「時間外労働等の時間
数」「女性活躍推進に向けた取組み」の3つを含む認定基準を満たし、この度第1回認定企業として認定されました。

富山BPOタウン「とやま女性活躍企業」認定2

「酒田観光スペシャルアンバサダー」は、主に首都圏在住の酒田市出身者、縁故者である個人を原則として委嘱される「酒田
ふるさと観光大使」の枠組みの中に新たに設定されたもので、初めてとなる団体への委嘱として、よりPR効果を高めることを
目的としています。酒田市に活動拠点を置くスポーツチームとして観光情報などの情報発信を行ってまいります。

アランマーレ山形「酒田観光スペシャルアンバサダー」就任1

BPO拠点のある自治体に当社の活動を評価いただきました！

98.0%

※1 株式会社プレステージ・インターナショナルの従業員（4,001名）対象　※2 期間退職者／（期首直接雇用者【正社員+契約社員】+期間入社者）

女性従業員比率※1

73.1%

女性育児休業取得率※1

94.3%

女性育児休業復帰率※1

2023年3月期上半期人財関連データ（2022年9月30日現在）

女性管理職比率※1

（目標：50%）

40.1%

BPO拠点離職率※2

6.4%

男性育児休業取得率※1

2023～2024年度
年平均値目標：20%以上

30.0%

とやま女性活躍企業認定ロゴマーク

「酒田観光スペシャルアンバサダー」就任
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会社概要（2022年9月30日現在）

会社名 株式会社プレステージ・インターナショナル
Prestige International Inc.

設　立 1986年10月
資本金 15億61百万円

本社所在地 〒102-0083 
東京都千代田区麹町二丁目4番地1

事業内容 ビジネス・プロセス・アウトソーシング
従業員数 4,763名（連結）
拠　点 世界18ヵ国26拠点
URL www.prestigein.com/

ネットワーク（2022年9月30日現在）

法人 支店・駐在所

ご注意
1. 株券電子化に伴い、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手
続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関
（証券会社等）で承ることとなっています。口座を開設されている
証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（みずほ信
託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

2. 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきまして
は、みずほ信託銀行が口座管理機関となっていますので、みずほ信
託銀行にお問い合わせください。

3. 未受領の配当金につきましては、みずほ信託銀行でお支払いいたします。

所有者別株式分布状況（2022年9月30日現在）

1,284,074
単元

会社役員（2022年9月30日現在）

ロサンゼルス
（アーバイン）

サンパウロ

メキシコシティ

シドニー

ロンドン

デリー
（グルガオン）

ヤンゴン

シンガポール

バンコク

クアラルンプール

プノンペン
マニラ

台北
ハノイ

上海
香港

ジャカルタ

東京

横手
山形

新潟

富山

秋田

にかほ

法人
国内BPO拠点

証券会社に
口座を

お持ちの場合
特別口座の
場合

郵便物
送付先

お取引の
証券会社に
なります。

〒168-8507
東京都杉並区和泉

2-8-4

電話
お問合せ先

0120-288-324
（フリーダイヤル）

お取扱店 みずほ信託銀行株式会
社本店及び全国各支店

事業年度 4月1日から
翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月

上記基準日 3月31日※その他臨
時に必要がある場合
には、あらかじめ公告
いたします。

権利確定日 期末配当 3月31日
中間配当 9月30日

株主メモ

株主名簿
管理人

みずほ信託銀行株式会社 ※諸手続きに関しましては、みずほ
信託銀行株式会社のホームページをご参照の上、行っていただ
きますようお願いいたします。

同連絡先 みずほ信託銀行株式会社 証券代行部
〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
0120-288-324（フリーダイヤル）
（ご利用時間 9:00～17:00 土・日・休日を除く）

公告掲載方法 電子公告

代表取締役 玉上　進一
取締役 関根　浩
取締役 吉田　奈央
取締役（社外） 岩瀬　香奈子
取締役（社外） 関　敏昭
監査役（常勤） 吉田　範夫
監査役（常勤） 石野　豊
監査役（社外） 髙木　いづみ
監査役（社外） 原　勝彦

株式の状況（2022年9月30日現在）

発行可能株式総数  427,008,000株
発行済株式総数  128,412,700株

株主名 持株数（株）持株比率（%）

ザバンクオブニューヨークメロン140044
  常任代理人
  株式会社みずほ銀行決済営業部

3,359,300 2.62
（2.63）

NORTHERN TRUST CO.（AVFC） 
RE MONDRIAN INTERNATIONAL 
SMALL CAP EQUITY FUND, L.P.
  常任代理人　
  香港上海銀行東京支店 カストディ業務部

2,535,500 1.97
（1.98）

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT
  常任代理人　
  香港上海銀行東京支店 カストディ業務部

2,463,448 1.92
（1.93）

NORTHERN TRUST CO.（AVFC） 
RE UKUC UCITS CLIENTS NON 
LENDING 10PCT TREATY ACCOUNT
  常任代理人　
  香港上海銀行東京支店 カストディ業務部

2,373,900 1.85
（1.86）

玉上進一 2,361,200 1.84
（1.85）

株主名 持株数（株）持株比率（%）

株式会社タマガミインターナショナル 35,161,400 27.38
（27.51）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 23,405,600 18.23

（18.31）

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 6,886,500 5.36
（5.39）

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニー
レギュラーアカウント
  常任代理人　
  ゴールドマン・サックス証券株式会社

5,819,284 4.53
（4.55）

NORTHERN TRUST CO.（AVFC）RE 
THE HIGHCLERE INTERNATIONAL 
INVESTORS SMALLER 
COMPANIES FUND

  常任代理人　
  香港上海銀行東京支店 カストディ業務部

3,392,600 2.64
（2.65）

大株主の状況

株主数  3,574名

※（　）内の数値は発行済株式（自己株式を除く）の総数に対する所有株式数の割合

 金融機関 343,131単元（26.72%）
  金融商品取引
業者

11,378単元 （0.89%）

 その他の法人 361,244単元（28.13%）
 外国法人等 455,566単元 （35.47%）
 個人・その他 112,755単元 （8.78%）

会
社
情
報


